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令和７年度千歳市各会計予算大綱 

 

 

令和７年度の千歳市各会計予算案を提出するに当たり、その大綱につきましてご説明申

し上げます。 

 

（日本経済の見通し） 

 令和６年度の我が国経済は、現在、長きにわたったコストカット型経済から脱却し、デ

フレに後戻りせず、「賃上げと投資が牽引する成長型経済」に移行できるかどうかの分岐

点にあるとしております。  

こうした中、政府は、賃金上昇が物価上昇を安定的に上回る経済を実現し、「賃上げと

投資が牽引する成長型経済」への移行を確実なものとするため、日本経済・地方経済の成

長、物価高の克服及び国民の安心・安全の確保を三つの柱とする「国民の安心・安全と持

続的な成長に向けた総合経済対策」を策定し、その裏付けとなる令和６年度補正予算を迅

速かつ着実に執行し、総合経済対策の効果を広く波及させていくこととしました。 

令和７年度の経済見通しについては、総合経済対策の効果が下支えとなって、賃金上昇

が物価上昇を上回り、個人消費が増加するとともに、企業の設備投資も堅調な動きが継続

するなど、引き続き、民間需要主導の経済成長となることが期待されるとしております。 

 

（地方財政計画） 

 令和７年度の地方財政計画は、通常収支分について、累積した巨額の債務残高を抱える

など、引き続き厳しい地方財政の状況等を踏まえ、歳出面においては、地方創生や防災・

減災対策、自治体ＤＸ・地域社会ＤＸの推進等に必要な経費を計上するとともに、地方団

体が住民のニーズに的確に応えつつ、行政サービスを安定的に提供できるよう、社会保障

関係費や民間における賃上げ等を踏まえた人件費の増加を適切に反映した計上等を行う一

方、国の取組と基調を合わせた歳出改革を行うこととしております。 

 また、歳入面においては、「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」等を踏まえ、交

付団体を始め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、令和６

年度の地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として、

引き続き生ずることとなった財源不足について、適切な補填措置を講ずることとしており

ます。 

 

（令和７年度予算編成の考え方） 

令和７年度予算は、こうした地方財政計画や景気の動向、国・地方を通じた厳しい財政

状況を踏まえ、「第７期総合計画」及び「第２期財政標準化計画」の着実な推進を基本と

して、人口増加が続く、持続可能な千歳の未来に向けて、直面する課題解決に積極的に取

り組むとともに、公約に掲げた政策を具現化するため、「安全安心、人を育むまちづくり
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を推進する事業」及び「快適で、活気あふれるまちづくりに関する事業」について、優先

課題推進枠として予算の重点化を図り、編成を行ったところであります。 

 

（令和７年度予算案の概要） 

 その結果、予算案の総額を、 

一 般 会 計 ５９５億１，９１６万３千円 

特別会計（７会計） １８６億２，６６１万６千円 

合 計 ７８１億４，５７７万９千円 

としたところであります。 

 

（一般会計予算の概要） 

一般会計では、前年度に比べ、６８億４，３１６万３千円、１３．０％の増となってお

ります。 

歳入につきましては、一般財源で３４３億６，４０１万６千円となり、前年度に比べ３

８億８，８７７万１千円、１２．８％の増となっております。 

これは、地方特例交付金で令和６年度の国の定額減税の実施に伴う市税補填分の皆減な

どにより、５億４００万円、８３．４％の減となったものの、市税では市民税や固定資産

税などの増により１６億５，２８０万円、１０．０％の増、繰入金で既存工業団地の土地

売払収入等を（仮称）柏台地区工業団地の造成費用等の資金として手当するため、財政調

整基金に繰入金を計上したことなどにより、２６億８，５８９万１千円、２５９．８％の

増となったことによるものであります。 

また、特定財源では、２５１億５，５１４万７千円となり、２９億５，４３９万２千円、

１３．３％の増となっております。 

これは、国庫支出金で児童手当負担金やデジタル基盤改革支援総務費補助金の増などに

より、１２億２，１４９万３千円、１３．９％の増、寄附金で６億９，２１１万５千円、

２２．８％の増、市債で建設事業債の増により、５億２，８１０万円、４３．８％の増と

なったことなどによるものであります。 

次に歳出でありますが、経常費では、４０３億４，７２０万５千円となり、前年度に 

比べ１９億６，４８２万２千円、５．１％の増となっております。 

これは、起債償還金元金、道央廃棄物処理組合経費などで減となったものの、職員費、

児童手当給付事業費、特定教育・保育施設給付事業費などで増となったことによるもので

あります。 

また、投資的経費を除く臨時費では、１２９億７５５万６千円となり、４５億７０３万

６千円、５３．７％の増となっております。 

これは、減債基金積立金などで減となったものの、土地区画整理事業特別会計繰出金、

ふるさと千歳応援事業費、財政調整基金積立金などで増となったことによるものでありま

す。 
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投資的経費では、６２億６，４４０万２千円となり、３億７，１３０万５千円、６．

３％の増となっております。 

これは、消防総合庁舎大規模改修事業費、千歳美々ワールド整備事業費などで減となっ

たものの、札幌圏共同消防通信指令システム更新整備事業費、消防車両等更新事業費、小

学校ＩＣＴ機器等整備事業費などで増となったことによるものであります。 

 

以下、計上いたしました主な予算につきまして、「第７期総合計画」に掲げた７つのま

ちづくりの基本目標に沿ってご説明申し上げます。 

 

はじめに『基本目標１ あたたかさとつながりを心で感じられるまち』の予算であります。 

子どもから高齢者まで、また、一人暮らしから大家族まで、それぞれの年齢やライフス

タイルで生活している誰もが、お互いの理解を深め支え合うことができる「あたたかさと

つながりを心で感じられるまち」を目指し、 

重層的支援体制整備事業費（１５事業） ２億１４５万円 

高齢者・障害者福祉サービス利用券助成事業費 １億７３９万２千円 

介護サービス提供基盤等整備事業費 ５，７４０万２千円 

自立支援給付事業費 ３３億２，１９６万７千円 

地域生活支援事業費 ７，８３６万５千円 

障がい者医療的ケア支援事業費 １５５万５千円 

児童手当給付事業費 １４億９，３８４万５千円 

障害児給付事業費 ８億６，８８５万６千円 

子ども医療費助成事業費 ３億６，９５６万３千円 

医療的ケア児支援事業費 １９８万１千円 

ヤングケアラー支援体制強化事業費 ４１万３千円 

保育士等確保支援事業費 ３，１７６万１千円 

特定教育・保育施設給付事業費 ３３億２４６万円 

へき地児童クラブ運営事業費 ５７４万１千円 

こども誰でも通園制度実施支援事業費 １，５２０万７千円 

生活保護事業費 ２６億９，２８７万５千円 

休日夜間急病センター運営事業費 １億６，２０７万３千円 

骨髄ドナー助成事業費 ２３万５千円 

予防接種推進事業費 ４億７，９７４万２千円 

妊産婦委託健康診査事業費 ６，３６８万９千円 

妊婦のための支援給付事業費 ６，６４９万４千円 

介護保険特別会計繰出金 １０億７３７万４千円 

などを計上しております。 
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次に、『基本目標２ 豊かな自然を育み快適で住みよいまち』の予算であります。 

身近な生活空間から支笏湖を包む大自然まで、千歳に広がる豊かな自然環境を継承し、

快適に暮らすことができる「豊かな自然を育み快適で住みよいまち」を目指し、 

公用車次世代自動車推進等業務経費 ８１５万５千円 

新千歳空港２４時間運用に伴う周辺環境対策事業費 ７，３００万円 

環境監視事業費 １，７１１万９千円 

自然環境保全事業費 １１５万６千円 

脱炭素化推進事業費 ８１０万円 

千歳美々ワールド周辺環境影響調査事業費 ３，２１６万８千円 

環境基本計画等改訂業務経費 ５６１万円 

公共施設等脱炭素化推進事業費 ２，５００万円 

共同受信施設設置事業費 １億７，１５９万５千円 

一般廃棄物処理基本計画改定業務経費 ４９５万円 

ごみ減量・リサイクル化啓発事業費 １７０万６千円 

道央廃棄物処理組合経費 ３億４，３３４万８千円 

道央廃棄物処理組合最終処分場建設事業費 ４９３万７千円 

塵芥収集運搬業務経費 ４億４６４万円 

焼却処理場煙突撤去事業費 １億６４０万円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標３ 災害や危険から暮らしを守るまち』の予算であります。 

災害への備えの意識や日常生活と隣り合わせにある交通事故、犯罪などを未然に防ぐ意

識を日頃から高め合い、安全・安心なまちづくりを着実に進め、被害を最小限に抑え、災

害時もみんなで助け合い、困難を乗り越えることができる「災害や危険から暮らしを守る

まち」を目指し、 

暴力追放・防犯対策事業費 １５８万２千円 

交通安全推進事業費 ３０９万７千円 

火災予防等推進普及事業費 １９８万４千円 

札幌圏共同消防通信指令システム運用業務経費 ３，２９０万２千円 

札幌圏共同消防通信指令システム更新整備事業費 ５億４，５６０万６千円 

消防団員研修業務経費 １３７万５千円 

防災訓練事業費 ３６３万１千円 

災害応急対策用品等整備事業費 ８７３万６千円 

消火栓更新事業費 ４，３５８万４千円 

消防車両等更新事業費 ２億９７１万６千円 

などを計上しております。 
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次に、『基本目標４ 充実した学びと豊かな文化・スポーツのまち』の予算であります。 

教育環境の整備を進め、幼児期から生涯にわたって市民が生き生きと学び、教養を深め

る機会を創出するとともに、文化芸術活動やスポーツ活動を通じて交流の輪を広げ、まち

づくりや地域活性化の力となっていく「充実した学びと豊かな文化・スポーツのまち」を

目指し、 

市民活動交流センター管理運営業務経費 １，５２６万７千円 

アイヌ文化発信事業費 ８４４万円 

修学支援事業費 ２，０８３万４千円 

特別支援教育事業費 ３７３万４千円 

生徒指導事業費 ２０７万１千円 

小中学校就学援助事業費 １億４，５５２万５千円 

小中学校ＩＣＴ機器等整備事業費 ２億９，７０３万１千円 

小中学校冷房設備整備事業費 ２億５，９３４万３千円 

高齢者学級開催事業費 ３１７万６千円 

地域学校協働活動推進事業費 ７２０万２千円 

文化財保護保存業務経費 １，９２１万７千円 

キウス周堤墓群ガイダンスセンター管理業務経費 ７１１万円 

国指定史跡整備事業費 ８，９０６万６千円 

移動図書館車更新事業費 ２，８５５万７千円 

市民文化センター・市民ギャラリー施設管理経費 ２億３，６８０万６千円 

給食提供業務経費 ９億５，４６２万４千円 

新学校給食センター整備事業費 ２，３４６万８千円 

スポーツ普及推進事業費 １億６９万円 

温水プール改修事業費 ２，４８１万６千円 

青葉公園庭球場改修事業費 ３，６９５万円 

公立大学法人運営事業費 １２億６，７８７万５千円 

地方大学・地域産業創生事業費 ４，９６７万３千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標５ 地の利と資源を生かした産業のまち』の予算であります。 

豊かな自然環境をはじめ、新千歳空港や多くの立地企業・人材など、千歳市が持つ地域

資源を生かし産業を振興することで、市民の生活が豊かになり、地域経済も発展する「地

の利と資源を生かした産業のまち」を目指し、 

千歳美々ワールド整備事業費 １億６，１７９万７千円 

次世代半導体拠点推進事業費 １，８１２万５千円 

地元就職・人材確保支援事業費 １，７４０万３千円 

経営安定化対策事業費 １，６００万５千円 

有害鳥獣等駆除事業費 ４４４万７千円 
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環境保全型農業直接支援対策事業費 ４，４７１万３千円 

スマート農業普及推進助成事業費 ４８０万円 

クマ防除経費 ３８６万４千円 

森林整備事業費 １，５２６万９千円 

ヒメマス保護振興事業費 ２，６６２万円 

ヒメマス地域特産品ブランド化事業費 ３４３万５千円 

企業誘致推進事業費 １，２６４万６千円 

立地企業振興事業費 ４億８５１万１千円 

中小企業対策支援事業費 ５億７，７４０万１千円 

商業振興プラン策定業務経費 ５５９万９千円 

商業等活性化事業費 １，３９７万３千円 

観光ＰＲ事業費 １，２６９万７千円 

イベント支援事業費 １，２９８万４千円 

観光基本計画策定業務経費 １２３万６千円 

外国人旅行者誘客事業費 １，０５０万５千円 

土地区画整理事業特別会計繰出金 ２７億１，１２２万２千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標６ 暮らしやすく便利な都市基盤があるまち』の予算であります。 

これまで整備してきた都市基盤の利便性や強さを更に高め、市民が安心して快適に暮らし、

にぎわいを生み出すことのできる「暮らしやすく便利な都市基盤があるまち」を目指し、 

バス路線確保対策補助事業費 １億７，３８５万６千円 

地域公共交通利用促進事業費 １，４６１万８千円 

自動運転社会実装推進事業費 １億１，４６３万１千円 

ＡＩオンデマンド交通導入推進事業費 ２，２１１万９千円 

２０２６ちとせ・空港開港１００年記念事業費 ５，３９３万円 

まちなか地域交流推進事業費 ３，０３６万３千円 

除排雪事業費 ５億５，５２６万６千円 

パートナーシップ排雪事業費 ２１１万３千円 

市道整備事業費 ７億８，２２０万円 

橋梁長寿命化対策事業費 １億６６２万３千円 

２７号通整備事業費 １億２，９１４万１千円 

２９号通整備事業費 １億３，２９６万円 

街路灯ＬＥＤ化整備事業費 １億２，９７０万円 

都市計画推進業務経費 ３８７万２千円 

新土地利用調整業務経費 ５６６万４千円 

緑の基本計画（改訂版）策定事業費 ４９３万９千円 

市内公園整備事業費 １億７３５万円 
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青葉公園整備事業費 １億１２０万円 

インクルーシブ遊具整備事業費 ５，４９０万円 

市営住宅管理業務経費 ２億１，１９２万２千円 

公営住宅等長寿命化型改善等事業費 ２億６，３８９万６千円 

東雲団地用途廃止事業費 ２，３０４万１千円 

公営住宅建替事業費（富丘団地） １億２７４万７千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標７ 多彩な市民とオール千歳で挑戦するまち』の予算であります。 

時代とともに生まれる様々な課題や目標に対し、千歳市民をはじめ、千歳市に縁のある

人たちが持つ多彩な知恵や経験を結集し、解決に向けて取り組んでいくことができる「多

彩な市民とオール千歳で挑戦するまち」を目指し、 

自衛隊体制強化要望活動事業費 １３８万円 

市公式ホームページ機能強化事業費 ３，５６２万９千円 

市民協働推進事業費 ９５９万８千円 

男女共同参画推進事業費 ９３万８千円 

ふるさと千歳応援事業費 ３７億２，６５１万５千円 

自衛隊連絡調整業務経費 １０４万円 

（仮称）大和地区コミュニティセンター整備事業費 ７，９４１万９千円 

情報政策推進事業費 １，１０１万６千円 

公開型・統合型ＧＩＳ整備事業費 １億４７９万１千円 

町内会育成事業費 ２，７４８万８千円 

などを計上しております。 

 

（特別会計予算の概要） 

次に、「特別会計予算の概要」についてご説明申し上げます。 

国民健康保険特別会計につきましては、総額で７９億６，８９４万８千円となり、前年

度に比べ１１３万５千円の減、増減率は０．０％となっております。 

これは、歳入において、道支出金で５，３０５万２千円、０．９％の増となったものの、

国民健康保険加入世帯及び被保険者数の減により国民健康保険料で４，７１１万６千円、

３．５％、繰入金で７１３万６千円、０．９％のそれぞれ減となったことなどによるもの

であります。  

また、歳出において、総務費で１，２５９万円、８．４％、保険給付費で５，８３７万

７千円、１．０％のそれぞれ増となったものの、国民健康保険事業費納付金で７，８６４

万９千円、３．９％の減となったことなどによるものであります。 

土地取得事業特別会計につきましては、総額で１５７万２千円となり、前年度に比べ５，

３５９万６千円、９７．２％の減となっております。 
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これは、歳出において、令和６年度に実施した（仮称）大和地区コミュニティセンター整

備に伴う所属替えの終了による諸支出金の皆減などによるものであります。 

公設地方卸売市場事業特別会計につきましては、総額で７，０８４万６千円となり、前

年度に比べ２９万５千円、０．４％の減となっております。 

これは、歳出において、市場管理費で２７万円、０．４％の減となったことなどによる

ものであります。 

霊園事業特別会計につきましては、総額で２，６１７万７千円となり、前年度に比べ３

５３万円、１５．６％の増となっております。 

これは、歳出において、施設管理業務等委託料の増などに伴い霊園事業費で３０２万２

千円、１６．５％の増となったことなどによるものであります。 

介護保険特別会計につきましては、総額で６１億２，９８８万４千円となり、前年度に

比べ３億４，１６２万８千円、５．３％の減となっております。 

これは、歳入において、保険料で６，０５５万３千円、４．６％の増となるものの、介

護保険費の減などにより国庫支出金で８，７２５万３千円、６．０％、支払基金交付金で

８，３３９万９千円、５．０％、道支出金で７，４４０万円、８．４％のそれぞれ減、介

護保険事業給付費準備基金繰入金の皆減などにより繰入金で、１億６，１３６万５千円、

１３．８％の減となったことなどによるものであります。 

また、歳出において、介護老人保健施設（１施設）が医療機関へ転換することなどによ

り介護保険費で２億９，０５５万５千円、５．０％の減、重層的支援体制整備事業の実施

に伴い地域支援事業費の一部が一般会計へ移行することとなり、諸支出金で２，５２２万

７千円、１，２６１.４％の増となったものの、地域支援事業費で１億１，０５８万９千円、

２４．９％の減となったことなどによるものであります。 

後期高齢者医療特別会計につきましては、総額で１４億９，２６１万２千円となり、前

年度に比べ４，７５８万５千円、３．３％の増となっております。 

これは、歳入において、被保険者数の増に伴い後期高齢者医療保険料で４，３５３万４

千円、３．９％の増となったことなどによるものであります。 

また、歳出において、北海道後期高齢者医療広域連合からの指示額の増により、後期高

齢者医療広域連合納付金で４，４１９万１千円、３．１％の増となったことなどによるも

のであります。 

 土地区画整理事業特別会計につきましては、次世代半導体製造工場等の立地により工業

用地の不足が見込まれることから、柏台地区において新たな工業団地を整備するための特

別会計を新設するものであり、総額で２９億３，６５７万７千円の皆増となっております。 

歳入においては、一般会計に属する既存工業団地の土地売払収入等を工業団地の造成費

用等の資金として手当てするため、一般会計繰入金で２７億１，１２２万２千円を計上す

るほか、この繰入金は、新たに設置する土地区画整理基金へ積み立てを行うことから、積

み立てに伴う預金利子等の財産収入で２，１９１万７千円、令和７年度の事業実施に伴う

土地区画整理基金からの基金繰入金で２億３４３万８千円をそれぞれ計上しております。 
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また、歳出においては、土地区画整理事業費に２億３４３万８千円を計上し、令和７年

度は基本設計や地質調査等を実施するほか、財産収入と一般会計からの繰入金を積み立て

るため、基金積立金に２７億３，３１３万９千円を計上しております。 

 

以上で予算の大綱説明とさせていただきますが、よろしく御審議、御決定いただきます

ようお願い申し上げます。 


